
 町田市組織規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

令和８年９月３０日 

 

                                          町田市長  稲 垣 康 治 

 

町田市規則第５４号 

  

１０月１４日迄掲示 



町田市組織規則の一部を改正する規則 

町田市組織規則（平成１２年３月町田市規則第１６号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表に掲げる規定の下線を付した部分について改正する。 

改正後 改正前 

（室、課及び係の設置） （室、課及び係の設置） 

第５条 部及び所に次の室、課及び係を置く。 第５条 部及び所に次の室、課及び係を置く。 

略 略 

地域福祉部 地域福祉部 

   福祉総務課 総務係 事業係    福祉総務課 総務係 事業係 物価高騰

対策生活者支援給付金係 

略 略 

略 略 

２ 略 ２ 略 

（課長等の職） （課長等の職） 

第１０条 略 第１０条 略 

２ 企画政策課、職員課、納税課、市民協働推

進課、生活援護課、高齢者支援課、保健予防

課、環境政策課、道路管理課、都市政策課、

建築開発審査課及び公園緑地課に特命担当課

長を置く。この場合の名称及び担任の事務は、

別表第４のとおりとする。 

２ 企画政策課、職員課、納税課、市民協働推

進課、福祉総務課、生活援護課、高齢者支援

課、保健予防課、環境政策課、道路管理課、

都市政策課、建築開発審査課及び公園緑地課

に特命担当課長を置く。この場合の名称及び

担任の事務は、別表第４のとおりとする。 

３ 略 ３ 略 

（その他の職） （その他の職） 

第３３条 第１０条第２項及び第３項、第１１

条並びに第１２条の規定は、出先機関につい

て準用する。この場合において、第１０条第

２項中「企画政策課、職員課、納税課、市民

協働推進課、生活援護課、高齢者支援課、保

健予防課、環境政策課、道路管理課、都市政

策課、建築開発審査課及び公園緑地課」とあ

るのは「美術館課及び子ども発達支援課」と、

同条第３項中「第５条第１項に定める室及び

課」とあるのは「部の出先機関」と、第１１

条第１項中「経営改革室、デジタル戦略室及

び係のない課」とあり、及び同条第２項中「経

第３３条 第１０条第２項及び第３項、第１１

条並びに第１２条の規定は、出先機関につい

て準用する。この場合において、第１０条第

２項中「企画政策課、職員課、納税課、市民

協働推進課、福祉総務課、生活援護課、高齢

者支援課、保健予防課、環境政策課、道路管

理課、都市政策課、建築開発審査課及び公園

緑地課」とあるのは「美術館課及び子ども発

達支援課」と、同条第３項中「第５条第１項

に定める室及び課」とあるのは「部の出先機

関」と、第１１条第１項中「経営改革室、デ

ジタル戦略室及び係のない課」とあり、及び



営改革室、デジタル戦略室、係のない課」と

あるのは「係のない出先機関」と、第１２条

中「前３条」とあるのは「第３２条、第３２

条の２並びに第３３条において準用する第１

０条第２項及び第３項並びに第１１条」と読

み替えるものとする。 

同条第２項中「経営改革室、デジタル戦略室、

係のない課」とあるのは「係のない出先機関」

と、第１２条中「前３条」とあるのは「第３

２条、第３２条の２並びに第３３条において

準用する第１０条第２項及び第３項並びに第

１１条」と読み替えるものとする。 

別表第１（第７条関係） 別表第１（第７条関係） 

略 略 略 

地域

福祉

部 

福祉

総務

課 

（１）～（17）略 

 

 

（18）略 

（19）略 

（20）略 

（21）略 

（22）略 

（23）略 

（24）略 

（25）略 

（26）略 

（27）略 

略 略 

略 略 略 
 

略 略 略 

地域

福祉

部 

福祉

総務

課 

（１）～（17）略 

（18）物価高騰対策生活者支

援事業に関すること。 

（19）略 

（20）略 

（21）略 

（22）略 

（23）略 

（24）略 

（25）略 

（26）略 

（27）略 

（28）略 

略 略 

略 略 略 
 

別表第４（第１０条、第３３条関係） 別表第４（第１０条、第３３条関係） 

課 名称 担任の事務 

略 略 略 

  

 

 

 

 

略 略 略 
 

課 名称 担任の事務 

略 略 略 

福祉総

務課 

物価高騰対策

生活者支援給

付金担当課長 

福祉総務課物価

高騰対策生活者

支援給付金係の

事務 

略 略 略 
  

附 則 

この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 



 町田市契約事務規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

令和８年９月３０日 

 

                                          町田市長  稲 垣 康 治 

 

町田市規則第５５号 

  

１０月１４日迄掲示 



町田市契約事務規則の一部を改正する規則 

町田市契約事務規則（平成１４年３月町田市規則第２３号）の一部を次のように改

正する。 

次の表に掲げる規定の下線を付した部分について改正する。 

改正後 改正前 

（入札保証金に代わる担保） （入札保証金に代わる担保） 

第７条 施行令第１６７条の７第２項の規定に

よる入札保証金に代わる担保（以下「代用担

保」という。）は、次に掲げるものとする。 

第７条 施行令第１６７条の７第２項の規定に

よる入札保証金に代わる担保（以下「代用担

保」という。）は、次に掲げるものとする。 

（１）略 （１）略 

 （２）銀行が振り出し、又は支払保証をした小

切手 

（２）前号に掲げるもののほか、市長が確実と

認めたもの 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が確実

と認めたもの  

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 



 町田市認可地縁団体に関する印鑑条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

令和８年９月３０日 

 

                                          町田市長  稲 垣 康 治 

 

町田市規則第５６号 

  

１０月１４日迄掲示 



町田市認可地縁団体に関する印鑑条例施行規則の一部を改正する規則 

町田市認可地縁団体に関する印鑑条例施行規則（平成５年９月町田市規則第３０号）

の一部を次のように改正する。 

次の表に掲げる規定の下線を付した部分について改正する。 

改正後 改正前 

（登録申請の確認） （登録申請の確認） 

第３条 市長は、前条の申請があったときは、

地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第

２９号）第１８条の３第１項の規定により作

成した台帳（以下「認可団体台帳」という。）

の記載事項並びに個人印鑑に係る印鑑登録証

明書の記載事項及び印影と照合するほか、登

録申請書に記載されている事項等について審

査し、適正な申請であることを確認しなけれ

ばならない。 

第３条 市長は、前条の申請があったときは、

地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第

２９号。以下「規則」という。）第２１条第２

項に基づき作成された台帳（以下「認可団体

台帳」という。）の記載事項並びに個人印鑑に

係る印鑑登録証明書の記載事項及び印影と照

合するほか、登録申請書に記載されている事

項等について審査し、適正な申請であること

を確認しなければならない。  

附 則 

この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 



 町田市福祉のまちづくり総合推進条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

令和８年９月３０日 

 

                                          町田市長  稲 垣 康 治 

 

町田市規則第５７号 

  

１０月１４日迄掲示 



町田市福祉のまちづくり総合推進条例施行規則の一部を改正する規則 

町田市福祉のまちづくり総合推進条例施行規則（平成７年２月町田市規則第６号）の一部を次のように改正する。 

次の表に掲げる規定の下線を付した部分について改正する。 

改正後 改正前 

別表第２ 建築物（共同住宅等を除く。）に関する整備基準（都市施設）

（第５条関係） 

別表第２ 建築物（共同住宅等を除く。）に関する整備基準（都市施設）

（第５条関係） 

整備項目 整備基準 

略 略 

11 観覧席

又は客席 

不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障がい者等が利用する観覧席又は客席を設ける場合は、次

に掲げる構造とすること。 

（１）当該観覧席又は客席の各階には、ア（ア）及び （イ）

に掲げる場合の区分に応じ、それぞれに定める数以上

のイ（ア）から （オ）までに掲げる基準に適合する車

椅子使用者用部分を設けなければならない。 

 

ア 車椅子使用者用部分の数は、次に掲げるものとす

る。 

（ア）当該階に設ける座席の数が２６６以下の場合 

２ 

（イ）当該階に設ける座席の数が２６６を超える場合

 当該座席の数に４００分の３を乗じて得た数

（１未満の端数が生じたときは、これを切り上げ

整備項目 整備基準 

略 略 

11 観覧席

又は客席 

不特定若しくは多数の者が利用し、又は主として高齢者、

障がい者等が利用する観覧席又は客席を設ける場合には、

次に掲げる構造とすること。 

（１）車椅子の転回に支障がないことその他の車椅子使用

者が円滑に利用することができるものとしてア（ア）

から （ウ）までに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

に定める数以上のイ（ア）から （エ）までに掲げる基

準に適合する場所を設けなければならない。 

ア 車椅子使用者が円滑に利用することができる場

所の数は、次に掲げるものとする。 

（ア）当該観覧席又は客席に設ける座席の数が１００

以下の場合 ２ 

（イ）当該観覧席又は客席に設ける座席の数が１００

を超え、２００以下の場合 当該座席の数に５０

分の１を乗じて得た数（１未満の端数が生じたと



て得た数） 

 

 

 

 

イ 車椅子使用者用部分の基準は、次に掲げるものと

する。 

（ア）～（ウ）略 

（エ）各車椅子使用者用部分に対して、それぞれ１以

上の同伴者用のスペースを、当該車椅子使用者用

部分の横に隣接して設けること。 

（オ）２以上の車椅子使用者用部分を横に隣接して設

けること。この場合において、車椅子使用者用部

分の間に設けられるものが （エ）の同伴者用のス

ペースのみであるときは、当該車椅子使用者用部

分は、隣接しているものとみなす。 

（２）前号の車椅子使用者用部分の位置は、ア及びイに掲

げる場合の区分に応じ、それぞれに定める基準に適合

させなければならない。 

 

ア 当該階に設ける座席の数が４００を超える場合

 車椅子使用者用部分の間 （前号イ（エ）及び （オ）

の規定により隣接させた車椅子使用者用部分の間

を除く。）のうち１以上に縦通路が存するよう分散

すること。 

イ 当該階に設ける座席の数が１，０００を超える場

きは、これを切り上げて得た数） 

（ウ）当該観覧席又は客席に設ける座席の数が２００

を超える場合 当該座席の数に１００分の１を

乗じて得た数（１未満の端数が生じたときは、こ

れを切り上げて得た数）に２を加えた数 

イ 車椅子使用者が円滑に利用することができる場

所の基準は、次に掲げるものとする。 

（ア）～（ウ）略 

（エ）同伴者用の座席又はスペースを車椅子使用者が

円滑に利用することができる場所に隣接して設

けること。 

 

 

 

 

 

（２）車椅子使用者が円滑に利用することができる場所

は、観覧席又は客席に設ける座席の数が２００を超え

る場合には、２箇所以上に分散して設けなければなら

ない。 

 

 

 

 

 

 



合 アに定めるところによるほか、車椅子使用者用

部分の間のうち１以上に横通路が存するよう分散

すること。この場合において、同一の横通路に接し

て複数の車椅子使用者用部分を設けたものにあっ

ては、分散していないものとみなす。 

（３）・（４）略 

略 略 
 

 

 

 

 

 

（３）・（４）略 

略 略 
 

別表第４ 建築物（共同住宅等を除く。）に関する遵守基準（特定都市施

設）（第５条関係） 

別表第４ 建築物（共同住宅等を除く。）に関する遵守基準（特定都市施

設）（第５条関係） 

整備項目 遵守基準とすべき事項 

略 略 

11 観覧席

又は客席 

不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障が

い者等が利用する観覧席又は客席を設ける場合は、次に掲

げる構造とすること。 

（１）当該観覧席又は客席の各階には、ア（ア）及び （イ）

に掲げる場合の区分に応じ、それぞれに定める数以上

のイ（ア）から （オ）までに掲げる基準に適合する車

椅子使用者用部分を設けなければならない。 

ア 車椅子使用者用部分の数は、次に掲げるものとす

る。 

（ア）当該階に設ける座席の数が２６６以下の場合 

２ 

（イ）当該階に設ける座席の数が２６６を超える場合

 当該座席の数に４００分の３を乗じて得た数

整備項目 遵守基準とすべき事項 

略 略 

11 観覧席

又は客席 

不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障が

い者等が利用する観覧席又は客席を設ける場合は、次に掲

げる構造とすること。 

（１）ア（ア）から （ウ）までに掲げる場合の区分に応じ、

それぞれに定める数以上のイ（ア）から （ウ）までに

掲げる基準に適合する車椅子使用者用部分を設けな

ければならない。 

ア 車椅子使用者用部分の数は、次に掲げるものとす

る。 

（ア）当該観覧席又は客席に設ける座席の数が１００

以下の場合 ２ 

（イ）当該観覧席又は客席に設ける座席の数が１００

を超え、２００以下の場合 当該座席の数に５０



（１未満の端数が生じたときは、これを切り上げ

て得た数） 

 

 

 

 

イ 車椅子使用者用部分の基準は、次に掲げるものと

する。 

（ア）～（ウ）略 

（エ）各車椅子使用者用部分に対して、それぞれ１以

上の同伴者用のスペースを、当該車椅子使用者用

部分の横に隣接して設けること。 

（オ）２以上の車椅子使用者用部分を横に隣接して設

けること。この場合において、車椅子使用者用部

分の間に設けられるものが （エ）の同伴者用のス

ペースのみであるときは、当該車椅子使用者用部

分は、隣接しているものとみなす。 

（２）前号の車椅子使用者用部分の位置は、ア及びイに掲

げる場合の区分に応じ、それぞれに定める基準に適合

させなければならない。 

ア 当該階に設ける座席の数が４００を超える場合

 車椅子使用者用部分の間（前号イ（エ）及び（オ）

の規定により隣接させた車椅子使用者用部分の間

を除く。）のうち１以上に縦通路が存するよう分散

すること。 

イ 当該階に設ける座席の数が１，０００を超える場

分の１を乗じて得た数（１未満の端数が生じたと

きは、これを切り上げて得た数） 

（ウ）当該観覧席又は客席に設ける座席の数が２００

を超える場合 当該座席の数に１００分の１を

乗じて得た数（１未満の端数が生じたときは、こ

れを切り上げて得た数）に２を加えた数 

イ 車椅子使用者用部分の基準は、次に掲げるものと

する。 

（ア）～（ウ）略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



合 アに定めるところによるほか、車椅子使用者用

部分の間のうち１以上に横通路が存するよう分散

すること。この場合において、同一の横通路に接し

て複数の車椅子使用者用部分を設けたものにあっ

ては、分散していないものとみなす。 

（３）略 

（４）略 

略 略 
 

 

 

 

 

 

（２）略 

（３）略 

略 略 
 

別表第６ 小規模建築物（共同住宅等を除く。）に関する遵守基準（特定

都市施設）（第５条関係） 

別表第６ 小規模建築物（共同住宅等を除く。）に関する遵守基準（特定

都市施設）（第５条関係） 

整備項目 遵守基準とすべき事項 

１ 移動等

円滑化経

路等 

（１）次に掲げる場合には、それぞれ次に定める経路のう

ち１以上を移動等円滑化経路等にしなければならな

い。 

ア 建築物に、不特定かつ多数の者が利用し、又は主

として高齢者、障がい者等が利用する居室（以下こ

の表において「利用居室」という。）を設ける場合

 道等から当該利用居室までの経路 （当該利用居室

が観覧席又は客席である場合にあっては、車椅子使

用者用経路を含み、理髪店、クリーニング取次店、

質屋及び貸衣装屋その他これらに類するサービス

業を営む店舗については、直接地上へ通ずる出入口

のある階（以下「地上階」という。）又はその直上

階若しくは直下階のみに利用居室を設ける場合に

あっては、当該地上階とその直上階又は直下階との

整備項目 遵守基準とすべき事項 

１ 移動等

円滑化経

路等 

（１）次に掲げる場合には、それぞれ次に定める経路のう

ち１以上を移動等円滑化経路等にしなければならな

い。 

ア 建築物に、不特定かつ多数の者が利用し、又は主

として高齢者、障がい者等が利用する居室（以下こ

の表において「利用居室」という。）を設ける場合

 道等から当該利用居室までの経路 

 

 

 

 

 

 

 



間の上下の移動に係る部分を除く。） 

イ 建築物又はその敷地に６の項に掲げる構造の車

椅子使用者用便房（以下この項において同じ。）又

は洗面器若しくは手洗器を設ける場合 利用居室

（当該建築物に利用居室が設けられていないとき

は、道等）から当該車椅子使用者用便房又は洗面器

若しくは手洗器までの経路 （当該利用居室が観覧席

又は客席である場合にあっては、車椅子使用者用経

路を含む。） 

（２）略 

略 略 

７ 観覧席

又は客席 

不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障が

い者等が利用する観覧席又は客席を設ける場合は、次に掲

げる構造とすること。 

（１）ア（ア）及び （イ）に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれに定める数以上のイ（ア）から （ウ）までに掲

げる基準に適合する車椅子使用者用部分を設けなけ

ればならない。 

ア 車椅子使用者用部分の数は、次に掲げるものとす

る。 

（ア）当該観覧席又は客席に設ける座席の数が２６６

以下の場合 ２ 

（イ）当該観覧席又は客席に設ける座席の数が２６６

を超える場合 当該座席の数に４００分の３を

乗じて得た数（１未満の端数が生じたときは、こ

 

イ 建築物又はその敷地に６の項に掲げる構造の車

椅子使用者用便房（以下この項において同じ。）又

は洗面器若しくは手洗器を設ける場合 利用居室

（当該建築物に利用居室が設けられていないとき

は、道等）から当該車椅子使用者用便房又は洗面器

若しくは手洗器までの経路 

 

 

（２）略 

略 略 

７ 観覧席

又は客席 

不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障が

い者等が利用する観覧席又は客席を設ける場合は、次に掲

げるものであること。 

（１）車椅子使用者のためのスペースを出入口から容易に

到達でき、かつ、サイトライン（可視線）に配慮した

位置に全席数の５０分の１（１席未満の端数は、切上

げとする。）以上設けること。 

 

 

 

 

 

 

 



れを切り上げて得た数） 

イ 車椅子使用者用部分の基準は、次に掲げるものと

する。 

（ア）１席当たり、間口９０ｃｍ以上、奥行き１４０

ｃｍ以上（水平部分）とすること。 

（イ）床は平らとすること。 

（ウ）車椅子使用者のサイトライン（可視線）に配慮

した位置に設けること。 

 

 

 

 

 

 

（２）略 

略 略 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）車椅子使用者のためのスペースは、１席当たり、間

口９０ｃｍ以上、奥行き１４０ｃｍ以上（水平部分）

とすること。 

（３）車椅子使用者のためのスペースに至る通路に高低差

がある場合は、勾配が１２分の１以下の傾斜路を設け

ること。 

（４）略 

略 略 
 

別表第１０ 公共交通施設に関する整備基準（第５条関係） 別表第１０ 公共交通施設に関する整備基準（第５条関係） 

１ 公共交通施設 １ 公共交通施設 

整備項目 整備基準 

略 略 

10 便所（

一般用） 

不特定かつ多数の者が利用する便所を設ける場合は、次に

定める構造とすること。 

（１）～（６）略 

（７）便所内に、オストメイト対応汚物流し等を設けた便

整備項目 整備基準 

略     略 

10 便所（

一般用） 

不特定かつ多数の者が利用する便所を設ける場合は、次に

定める構造とすること。 

（１）～（６）略 

（７）便所内に、高齢者、障がい者をはじめとする全ての



房を１以上設けること。ただし、車椅子使用者用便房

に設置してある場合は、この限りでない。 

 

（８）～（10）略 

略 略 
 

人が円滑に利用することができる構造の水洗器具を

設けた便房を１以上設けること。ただし、車椅子使用

者用便房に設置してある場合は、この限りでない。 

（８）～（10）略 

略 略 
 

２・３ 略 ２・３ 略  

第２号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２号様式（第６条関係） 

 



附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）から起算して３０日を経過する日以前に新設又は改修の工事に着手した都市

施設に係る町田市福祉のまちづくり総合推進条例（平成５年１２月町田市条例第４２号。次項において「条例」という。）第２

９条第１項に規定する整備基準適合証の交付については、当該工事の完了の日から起算して６０日以内に申請があった場合に

は、この規則による改正後の町田市福祉のまちづくり総合推進条例施行規則の規定にかかわらず、なお従前の例による。ただ

し、同規則の規定による整備基準適合証の交付を妨げない。 

３ この規則による改正後の別表第４及び別表第６の規定は、施行日以後に条例第３２条第１項又は第２項の規定による協議の

申請をする特定都市施設について適用し、施行日前にこれらの規定による協議の申請をした特定都市施設については、なお従

前の例による。 



 町田市歯科技工士法施行細則の一部を改正する規則を公布する。 

 

令和８年９月３０日 

 

                                          町田市長  稲 垣 康 治 

 

町田市規則第５８号 

  

１０月１４日迄掲示 



町田市歯科技工士法施行細則の一部を改正する規則 

町田市歯科技工士法施行細則（平成２３年３月町田市規則第２５号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表に掲げる規定の下線を付した部分について改正する。 

改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この規則は、歯科技工士法（昭和３０

年法律第１６８号。以下「法」という。）の施

行に関し、歯科技工士法施行規則（昭和３０

年厚生省令第２３号。以下「省令」という。）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

第１条 この規則は、歯科技工士法（昭和３０

年法律第１６８号。以下「法」という。）の施

行に関し、歯科技工士法施行規則（昭和３０

年厚生省令第２３号）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（台帳） （台帳） 

第３条 市長は、前条に規定する届出に関し、

次に掲げる事項を記録した歯科技工所台帳を

電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない

方式で作られる記録であって、電子計算機に

よる情報処理の用に供されるものをいう。）

により作成し、これを保管するものとする。 

第３条 市長は、前条に規定する届出に関し、

次に掲げる事項を記録した歯科技工所台帳を

電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない

方式で作られる記録であって、電子計算機に

よる情報処理の用に供されるものをいう。）

により作成し、これを保管するものとする。 

（１）～（６）略 （１）～（６）略 

（７）歯科技工所番号  

（８）略 （７）略 

（歯科技工所番号の通知書）  

第４条 省令第１３条第３項の規定による歯科

技工所番号の通知は、町田市歯科技工所番号

通知書（第５号様式）により行うものとする。 

 

（補則） （補則） 

第５条 略 第４条 略  

 第１号様式から第４号様式までの規定中「町田市長」を削る。 

 第４号様式の次に次の１様式を加える。 

 

 



第５号様式（第４条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

 

            様 

 

 

           

 

 

町田市歯科技工所番号通知書 

 

 歯科技工士法施行規則第１３条第３項の規定により、下記のとおり歯科技工

所番号を通知します。 

 

 

記 

 

 

名 称 
 

開 設 場 所 
 

歯科技工所番号 
 

 



附 則 

この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 



 町田市保健所長委任規則の一部を改正する規則を公布する。 

 

令和８年９月３０日 

 

                                          町田市長  稲 垣 康 治 

 

町田市規則第５９号 

  

１０月１４日迄掲示 



町田市保健所長委任規則の一部を改正する規則 

町田市保健所長委任規則（平成２３年３月町田市規則第２０号）の一部を次のように改正する。 

次の表に掲げる規定の下線を付した部分について改正する。 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

  法令等 第１項に係る事務 第２項に係る事務 

略 略 略 略 

１１ 歯科技工士法（昭

和３０年法律第

１６８号。以下こ

の 項 に お い て

「法」という。）、

歯科技工士法施

行規則（昭和３０

年厚生省令第２

３号。以下この項

において「省令」

という。）及び町

田市歯科技工士

法施行細則（平成

２３年３月町田

市規則第２５号。

以下この項にお

（１）～（４）略 （１）・（２）略 

（５）省令第１３

条第３項の規

定による歯科

技工所番号の

通知 

 

（６）略  

  法令等 第１項に係る事務 第２項に係る事務 

略 略 略 略 

１１ 歯科技工士法（昭

和３０年法律第

１６８号。以下こ

の 項 に お い て

「法」という。）

及び町田市歯科

技工士法施行細

則（平成２３年３

月町田市規則第

２５号。以下この

項において「市規

則」という。）関

係 

 

 

 

（１）～（４）略 （１）・（２）略 

 

 

 

 

 

 

（５）略 

 

 

 

 

 

 

 

 



いて「市規則」と

いう。）関係 

略 略 略 略 
 

 

 

略 略 略 略 
  

附 則 

この規則は、令和８年１０月１日から施行する。 



 町田市廃棄物の処理及び再利用の促進に関する条例施行規則の一部を改正する規則

の一部を改正する規則を公布する。 

 

令和８年９月３０日 

 

                                          町田市長  稲 垣 康 治 

 

町田市規則第６２号 

 

１０月１４日迄掲示 



町田市廃棄物の処理及び再利用の促進に関する条例施行規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則 

町田市廃棄物の処理及び再利用の促進に関する条例施行規則の一部を改正する規則（令和８年６月町田市規則第４６号）の一

部を次のように改正する。 

次の表に掲げる規定の下線を付した部分について改正する。 

改正後 改正前 

別表を次のように改める。 
別表（第３１条の２関係） 
 粗大ごみ処理手数料 

区分 品目 規格 処理手数料 

［省略］ 

寝具・敷物 ［省略］ 

布団 ［省略］ 

一組 ４００円 

［省略］ 

［省略］ 

生活雑貨 アイロン台  ４００円 

衣装ケース  ５個ごとに４０

０円 

［省略］ 

 別表第１を次のように改める。 
別表第１（第３１条の２関係） 粗大ごみ処理手数料 
 

区分 品目 規格 処理手数料 

［省略］ 

寝具・敷物 ［省略］ 

布団 ［省略］ 

一式 ４００円 

［省略］ 

［省略］ 

生活雑貨 アイロン台  ４００円 

   

 

［省略］ 



収納ボックス・

コンテナ・ワイ

ドストッカー 

 

 ４００円  

［省略］  

茶箱  ４００円 

 

 

 ［省略］  

［省略］  
 

収納ボックス・

衣装ケース・コ

ンテナ・ワイド

ストッカー 

 ５個ごとに４０

０円 

 

［省略］  

茶箱  ３個ごとに４０

０円 

 

 ［省略］  

［省略］  
 

備考 ［省略］ 備考 ［省略］ 

附 則 附 則 
（経過措置） （経過措置） 

２ この規則による改正後の別表の規定は、この規則の施行の日以後に収

集の申込みを受ける粗大ごみについて適用し、同日前に収集の申込みを

受けた粗大ごみについては、なお従前の例による。 

２ この規則による改正後の別表第１の規定は、この規則の施行の日以後

に収集の申込みを受ける粗大ごみについて適用し、同日前に収集の申込

みを受けた粗大ごみについては、なお従前の例による。  

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 


